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デジタル田園都市国家構想

国家戦略特区（規制改革）

デジタル田園健康特区加賀市のビジョン

医療版情報銀行 マイナンバーカード 量子暗号通信
(全国トップクラスの交付率)
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空飛ぶクルマ 新教育e加賀市民NFT顔認証パスポート自動運転

など

など

先端技術の導入 関係人口の創出 人材育成産業集積

前例にとらわれない「挑戦可能性都市」を目指す



医療版情報銀行を核とする取り組み

 区域方針・計画の策定

 アーキテクト・大学・事業者等体制構築

 医療センターとの連携

 コンソーシアムの組成

 市内の医療・介護機関との連携

 市民サービスの提供

健康寿命の延伸

ロードマップ
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医療版情報銀行

健康寿命の延伸を目指したデジタル健康革命

デジタル リアル

生涯にわたるデータを蓄積

ゆりかごから墓場まで

 「医療版」情報銀行への健康医療情報の提供（APIの公開）

 健康医療情報の取扱いルールの策定 など

制度・規制改革

DX

～5年～3年 ～10年

 市内外の関係機関との連携

 民間主導サービスの集積

 医療・デジタル人材育成

計画策定

サービス構築

産業集積・人材育成



加賀市版スタートアップエコシステム

関係人口で

加賀百万人を目指して
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さらに新たな規制改革も検討

 web3産業集積に関する規制

 生体パスポート導入に関する規制

 自動運転に関する規制

 空飛ぶクルマに関する規制

 量子・通信に関する規制

 インターネット投票に関する規制 など

 外国人起業活動促進事業（経済産業省）

 創業人材等の多様な外国人の受入れ促進

 創業外国人材の事業所確保要件の緩和

 開業ワンストップセンターの設置

 課税の特例措置

（所得控除/エンジェル税制/設備投資促進税制）

規制改革・特例メニュー

区域計画に記載

区域計画に記載

認定済み

今後検討

 スタートアップ申請書類の準備サポート

 創業コストの支援（実質ゼロ）

 起業家育成プログラムと人的ネットワーク支援

 市税等の優遇施策

独自サービスメニュー
実施中

認定済み(R5.2.17)

実施中

実施中

今後検討

今後検討



補足資料
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加賀市外国人創業活動促進事業（スタートアップビザ）
①創業人材等の多様な外国人の受入れ促進 ②創業外国人材の事業所確保要件の緩和

背景

 2018年4月 インキュベーションルーム、コ

ワーキングスペースを設置した「加賀市イノ
ベーションセンター」を開設

支援体制

加賀市、その他関連機関による各種サポート

課題

本市では、起業家育成プログラムの実施やデジタルカレッジKAGAによる起業支援等、国内外のスタートアップ企業の誘致に重点的に取り
組んでいる。海外の起業家にとっては、入国時に在留資格「経営・管理」の要件（事業所確保、資本金500万又は常勤職員2名以上雇用）
を全て満たすことはハードルが高いことから、資格要件の特例があることは本市で創業するインセンティブとなる。

特例の概要

❶上陸6カ月以内に「経営・管理」の要件を満たす

見込みで加賀市等からサポートを受ける創業活
動については、特例的に在留資格を認める。
（最長６か月）

更
新

➊ 在留資格「経営・管理」
※創業活動

在留資格「経営・管理」

最長６カ月

加賀市等による
各種サポート、進捗確認、創業支援

最長１年

継続してサポート

➋ 認定コワーキングスペース等も対象

期待される効果

海外スタートアップや留学生等の有望な外国人材による起業を加速し、
スタートアップ企業が集積した経済活動拠点の形成に寄与する

❷ 6カ月後の在留資格初回更新時に限り、加賀市

が認定するコワーキングスペース等も事業所確
保要件の対象として認める（最長１年）。

 起業・開業に関する相談 ―― 中小企業診断士による創業相談、創業支援制度、
税理士等の専門家派遣、創業セミナー

（加賀市、加賀商工会議所、デジタルカレッジKAGA）

 リーガルサポート等 ―― 弁護士・行政書士・司法書士紹介、口座開設支援等
（加賀市、デジタルカレッジKAGA）

 生活相談・地域交流 ―― 多言語に対応した生活等の相談
（NPO法人加賀国際交流会たぶんかネット加賀、
公益財団法人石川県国際交流協会）

スタートアップエコシステムの構築を目指し、海外起業家の日本進出を支援する企業等と連携して海外スタートアップの誘致に力を入れ
ていることから、今後、海外からの問い合わせが増加することが見込まれる。特に、固定費のかかる個室事務所を必ずしも必要とせずに
仕事ができるICT関連の業種についての相談が増加すると見込まれる。

県内の各大学と包括連携協定を締結しており、留学生の起業家育成プログラムの参加により、将来的に留学生による起業も期待される。

 2021年11月∼12月、2022年10月∼11月 起業家育
成プログラムの実施

 2023年～ 電子上の市民である「e-加賀市民制

度」を創設し、移住支援等のサービスを提供予
定
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